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医療法施行規則第１条の１４第７項の適用に関する事務処理要領 新旧対照表 
 

現状 改正（案） 

医療法施行規則第１条の１４第７項の適用に関する事務処理要領 

（県健康担当局長通知） 

 

(目的) 

第１ 医療法(昭和２３年法律第２０５号)第７条第３項に基づき診

療所に病床を設置しようとする者等から医療法施行規則(昭和２

３年１１月５日厚生省令第５０号)第１条の１４第７項第１号、第

２号又は第３号の適用について相談があった場合(以下「有床診療

所の開設等の相談」という。)の事務を円滑かつ適正に処理するた

め、この要領を定める。 

 

(判断における留意事項) 

第２ 有床診療所の開設等の相談があった事案が医療法施行規則

第１条の１４第７項第１号等の「医療計画に記載される診療所」

に該当するか否か(以下「有床診療所の医療計画の記載の可否」

という。)の判断にあたり留意すべき事項は次のとおりとする。

  

① 「居宅等における医療の提供の推進のために必要な診療所と

して医療計画に記載され、又は記載されることが見込まれる診

療所に一般病床を設けるとき」(同規則第１条の１４第７項第

１号)における「居宅等における医療の提供の推進のために必

要な診療所」とは、診療報酬上の在宅療養支援診療所等、地域

において必要とされる在宅医療の機能を有する診療所である

こと。 

  

 

医療法施行規則第１条の１４第７項の適用に関する事務処理要領 

（県健康担当局長通知改正） 

 

(目的) 

第１ （同左） 

 

 

 

 

 

 

(判断における留意事項) 

第２ 有床診療所の開設等の相談があった事案が医療法施行規則

第１条の１４第７項第１号から第３号までに規定される「医療計

画に記載される診療所」に該当するか否か(以下「有床診療所の

医療計画の記載の可否」という。)の判断にあたり留意すべき事

項は次のとおりとする。 

① 医療法施行規則第１条の１４第７号第１号における「居宅等

における医療の提供の推進のために必要な診療所」（以下「居

宅等医療診療所」という。）とは、次の要件を満たす診療所で

あること。 

  ア 診療報酬上で定められている在宅療養支援診療所の届出

が社会保険事務局になされていること。 

なお、新たに診療所を開設する場合は、届け出することが

確実であること。 

  イ 在宅医療の実施にあたり当該診療所に病床を設置するこ
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② 「へき地に設置される診療所として医療計画に記載され、又

は記載されることが見込まれる診療所に一般病床を設けると

き」(同規則第１条第７項の１４第２号)における「へき地に設

置される診療所」とは、平成１８年５月１６日医政発第０５１

６００１号医政局長通知「第１０次へき地保健医療計画等の策

定について」に示される「無医地区」及び「無医地区に準じる

地区」であって、入院機能を必要とする診療所であること。 

  

 

 

③ ｢小児医療、周産期医療その他の地域において良質かつ適切

な医療が提供されるために特に必要な診療所として医療計画

に記載され、又は記載されることが見込まれる診療所に一般病

床を設けるとき」(同規則第１条の１４第７項第３号)におけ

る、「小児医療、周産期医療その他の地域において良質かつ適

切な医療が提供されるために特に必要な診療所」とは、①及び

②以外の診療所であって、地域における医療需要を踏まえ、必

要とされる診療所であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とが適切かつ必要性があると認められること。 

 ② 同項第２号における「へき地に設置される診療所」（以下「へ

き地医療診療所」という。）とは、次の要件を満たす診療所で

あること。 

ア 平成１８年５月１６日医政発第０５１６００１号医政局

長通知「第１０次へき地保健医療計画等の策定について」に

示される「無医地区」及び「無医地区に準じる地区」に開設

する、入院機能を必要とする診療所であること。 

イ 既設の診療所の場合、仮に当該診療所が廃止された場合に

当該地区が「無医地区」又は「無医地区に準ずる地区」とな

る場所に開設されている診療所であること。 
③ 同項第３号における、「小児医療、周産期医療その他の地域

において良質かつ適切な医療が提供されるために特に必要な

診療所」とは、①及び②以外の診療所であって、地域における

医療需要を踏まえ、必要とされる診療所であること。 

④ ③のうち、「小児医療において良質かつ適切な医療が提供さ

れるために特に必要な診療所」（以下「小児医療診療所」とい

う。）とは、次の要件を満たす診療所であること。 

  ア 小児科又は小児外科を標榜すること。 
  イ 小児科専門医（日本小児科学会認定）又は小児外科専門医

（日本小児外科学会認定）の資格を有する者が管理者となる

こと。 
 ⑤ ③のうち、「周産期医療において良質かつ適切な医療が提供

されるために特に必要な診療所」（以下「周産期医療診療所」

という。）とは、次の要件を満たす診療所であること。 

  ア 産科又は産婦人科を標榜すること。 

イ 分娩を取扱うこと。 

ウ 周産期医療に関して地域周産期母子医療センターとの間

で相互連携体制をとっていること。 
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第３ 基準の判断方法について 

    第２各号の規定に該当するとの判断をする際には、次の点に

留意すること。 

 

(1) 居宅等医療診療所 

  ア 第２①アの基準の確認にあたっては、有床診療所整備計画

書提出の際に社会保険事務局に届出された「在宅療養支援診

療所の施設基準に係る届出書」の写しを添付させることによ

り確認すること。 

なお、新たに診療所を開設する場合には、社会保険事務局

に届け出る予定の「在宅療養支援診療所の施設基準に係る届

出書」の写しを添付させるほか、社会保険事務局への相談状

況を相談者本人から直接聴取すること。 

イ 第２①イの基準の確認にあたっては、居宅等における医療

の提供の推進のために必要な診療所として病床を設ける理

由とその利用方法について文書で提出させるとともに、相談

者本人から直接聴取すること。 

(2) へき地医療診療所 

第２②の確認にあたっては、医務国保課において実施され

た直近の無医地区調査の資料により確認すること。 

(3) 小児医療診療所 

ア 第２③イの確認にあたっては、診療所管理者が小児科専門

医又は小児外科専門医であることを証する書類（専門医認定

証の写し等）を提出させること。 

(4) 周産期医療診療所 

ア 第２④ウの確認にあたっては、次の点に留意すること。 

(ｱ) 既設の診療所の場合は、愛知県周産期医療情報システム

のＩＤが付与されていること。 



－ 4 － 

 

 

 

 

 

(整備計画書) 

第３  有床診療所の開設等の相談があった場合、開設等の場所を所

管する保健所(以下「所管保健所」という。)は、相談者から有

床診療所整備計画書(別添様式、以下「整備計画書」という。)

を正本及び副本を各 1 部提出させる。 

２ 所管保健所は、整備計画書の提出を受けたときは当該２次

医療圏の基幹的保健所に整備計画書の副本を送付するととも

に、医療福祉計画課に写しを送付して取扱いについて協議す

る。 

 

(基幹的保健所での検討) 

第４  基幹的保健所は、圏域保健医療福祉推進会議(以下「圏域会議」

という。)の幹事会を開催する等して有床診療所の医療計画の

記載の可否及び対応方針について検討する。 

 

(圏域保健医療福祉推進会議での意見聴取) 

第５  基幹的保健所は、圏域会議を開催し、当該有床診療所に関す

る有床診療所の医療計画の記載の可否について意見を聴く。 

２ 前項の場合において基幹的保健所は、必要に応じ愛知県地域

保健医療計画(以下「県医療計画」という。)に記載する案を添

付する。 

 ３ 基幹的保健所は、圏域会議の意見を医療福祉計画課に報告す

るとともに整備計画書の副本を進達する。 

 

(ｲ) 新設の診療所の場合は、当該医療圏又は隣接する医療圏

の地域周産期母子医療センターと間で相互に連携する旨

を示す書面を保持していること。(別添の覚書(例)を参考

とすること。) 

 

(整備計画書) 

第４  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基幹的保健所での検討) 

第５ （略） 

 

 

 

(圏域保健医療福祉推進会議での意見聴取) 

第６  （略） 
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(医療審議会での意見聴取) 

第６  医療福祉計画課は、前条第３項の報告を受け、当該有床診療

所に関する有床診療所の医療計画の記載の可否について医療審

議会の意見を聴く。 

２ 前項の場合において医療福祉計画課は、必要に応じ県医療計

画に記載する案を添付する。 

 

(審議結果の通知) 

第７ 医療福祉計画課は、前条第１項の医療審議会の意見及び当該

有床診療所に関する有床診療所の医療計画の記載の可否につい

て基幹的保健所及び所管保健所に通知する。 

 ２  所管保健所は、前項の通知の内容を有床診療所の開設等につ

いて相談した者に対して通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(その他) 

第８   豊橋市、岡崎市及び豊田市における所管保健所は、それぞれ豊
橋市保健所、岡崎市保健所及び豊田市保健所とする。 

２   名古屋市については、医療福祉計画課が所管保健所及び基幹的
保健所の役割を担うものとする。 

 
 
 

(医療審議会での意見聴取) 

第７  （略） 

 

 

 

 

 

(審議結果の通知) 

第８ （略） 

 

 
 
 
 
（届出後の指導） 
第９ 届出された診療所の病床については、医療法第２７条の施設検

査及びその後の医療監視員による立ち入り検査等の機会に当該病床

が整備計画書に記載された趣旨に沿って使用されていることを確認

し、適切でない運用をされている場合には厳格に指導すること。 
 
(その他) 

第１０  （略） 
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医療法施行規則第１条の１４第７項の適用について 

(県医療福祉計画課長通知) 

 

このことについて、平成１９年２月８日付け１９医福第３７４号

健康福祉部健康担当局長通知(以下「局長通知」という。)による処

理をお願いしているところですが、この通知の運用に関しては下記

のとおり取扱うこととします。 

 

 

 

記 

 

１  医療計画に記載する周産期医療を担う診療所について 

 (1)  局長通知第２③の運用に当たり次の基準のすべてについて

適合する場合は、医療法施行規則第１条の１４第７項第３号に

定める「医療計画に記載され、又は記載されることが見込まれ

る診療所」として所定の手続きを進める。 

ア 産科又は産婦人科を標榜すること。 

イ 分娩を取扱うこと。 

ウ 周産期医療に関して地域周産期母子医療センターとの間で

相互連携体制をとっていること。 

(2) 基準の確認方法 

   (1)のウの基準の確認に当たっては、次の点に留意する。 

ア  既設の診療所の場合は、愛知県周産期医療情報システムの

ＩＤの付与されていること。 

イ 新設の診療所の場合は、当該医療圏又は隣接する医療圏の

地域周産期母子医療センターと間で相互に連携する旨を示す

書面を保持していること。(別添の覚書(例)を参考とするこ

と。) 

医療法施行規則第１条の１４第７項の適用について 

(県医療福祉計画課長通知改正) 

 

このことについて、平成２０年  月  日付け２０医福第○○

○号健康福祉部健康担当局長通知(以下「局長通知」という。)によ

る処理をお願いしているところですが、この通知の運用に関しては

下記のとおり取扱うこととします。 

なお、平成１９年２月８日付け１９医福第３７４号本職通知は、

廃止します。 

 

記 
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２ 周産期医療を担う診療所に関する愛知県地域保健医療計画への

記載の形式等について 

(1)  周産期医療を担う診療所については、原則として当該２次医

療圏の医療圏保健医療計画(以下「医療圏計画」という。)に記

載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  周産期医療を担う診療所については、当該 2 次医療圏の医療

圏計画の周産期の章の周産期医療連携体系図において地域で

の分娩を担う「地域周産期医療施設」等として記載する。 

(3)  愛知県地域保健医療計画見直し事務の進行中において周産

期医療を担う診療所として医療計画に記載することが適切と

された事案については、当該見直し計画の公示時点において当

該有床診療所の開設等が確実と見込まれる場合に限り当該見

直し計画に記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 愛知県地域保健医療計画への記載の形式等について 

 

 (1) 医療法施行規則第１条の１４第７項の規定に該当する診療

所として判断された診療所については、原則として当該２次医

療圏の医療圏保健医療計画(以下「医療圏計画」という。)に記

載する。 

 (2) 医療圏計画への記載にあたっては、次のとおりとする。 

ア 居宅等医療診療所は、医療圏計画の「在宅医療の提供体制

の整備の推進対策」の章に記載する。 
イ へき地医療診療所は、医療圏計画の「へき地保健医療対策」

の章に記載する。 

ウ 小児医療診療所は、医療圏計画の「小児医療対策」の章に

記載する。 

エ 周産期医療診療所」は、医療圏計画の「周産期医療対策」

の章に記載する。 

 

(3)  愛知県地域保健医療計画見直し事務の進行中において医療

計画に記載することが適切とされた事案については、当該見直

し計画の公示時点において当該有床診療所の開設等が確実と見

込まれる場合に限り当該見直し計画に記載する。 

 

 

 

 


